
ご議論いただきたい事項について

資料２－２



■現状分析、有効な事例等■現状と課題

論点３：論点３：持続可能で暮らしやすい都市圏の形成持続可能で暮らしやすい都市圏の形成

■福岡、北九州を中心とする九州北部の都市は、
高次都市機能が集積し、九州圏九州圏全体を牽引

■九州圏内に人口30～60万人規模の都市がバランス
よく配置

■九州圏の多くの都市では、都市機能の拡散や
中心市街地の空洞化等が進展

■都市の中心街では、オフィス街、商業施設等の高次都市機能の集積や都市的景観
が形成され、賑わいある都市を形成

■国際会議や国際的イベント等も多数開催さ
れ、東アジア等への窓口機能を有する

■乗合バスの運行は不採算路線から
の撤退が深刻化
■公共機関によるコミュニティバス
の運行やＮＰＯ等による高齢者の
移動手段の確保に向けた取組みが
進展

■中心市街地では、水と緑の豊かな都市環
境、良好な都市景観等への取組みや都市
のにぎわい再生への取組みが活発化
■また、遊休施設の利活用、土地利用等に
よる都市への再集約への取組みもみられ
る

■九州北部は高次で多様な都市機能が集積し、九州圏全体を牽引
■地方中枢・中核都市が九州圏内にほどよく分散されている都市構造
■多くの地方中小都市では、人口減少・少子高齢化が進展、都市機能の拡散
と中心市街地の空洞化が進展

■それぞれの都市の規模に応じた都市の役割と構造転換の明確化が必要

2001
2002
2003
2004
2005

0               10               20               30            40 
（件）

北九州 福岡 福岡県篠栗町 長崎

別府 熊本 水俣 宮崎 鹿児島

▼九州圏における都市の分布（イメージ）

■地方中枢・中核都市では、人口の集積が加
速する傾向

■中山間地域等の地理的条件の厳しい地域のみ
でなく、生活の拠点となる地方中心・中小都
市等においても人口が減少する傾向

出典）第３回都市再生本部資料

中心商店街の空洞化など商業の不振

中心市街地の人口の減少

遊び、賑わいの場の不足

少子高齢化の進展への対応の遅れ

防災上危険な市街地の存在

鉄道、道路、河川等による市街地分断

若者の流出

慢性的な交通渋滞の発生

下水道整備の遅れ

公共交通機関の整備の遅れ

緑地、オープンスペースの不足

都市環境、都市景観の悪化

その他

0    100  200  300  400  500
課題としてとらえている市の数

▼都市づくりまちづくりに係る課題

▼国際コンベンションの開催件数の推移

▼既存ストック活用等による
暮らしやすい都市の再生の取組み事例

対応の方向性（将来イメージ）

①都市に求められる機能

地域 農山漁村等

□少子高齢化等に対応したコンパクト
で暮らしやすい都市圏の形成

②都市に求められる構造転換

□九州圏内にほどよく分散した中枢
・中核都市に九州全体を牽引する
高次都市機能を集積

□公共交通の活用

□広域的都市機能の集約・集積

□歩いて暮らせるまちづくり

都市的産業の集積

多様な賑わい・魅力の創出

国際的な窓口

▼九州圏における人口増減（2000-2005）

福岡市天神
ビジネス､観光､ファッ
ションなどの都市的賑わ
いとともに高次都市機能
の集積がみられる｡また、
バス、地下鉄、電車等の
公共交通の利便性も高い。

北九州市門司港
歴史的建造物とウオー
ターフロント景観を活
用したまちづくりが行
われており、都市の魅
力的な空間を創出して
いる。

出所）写真：九州地方整備局、九州運輸局「九州いきいき
観光まちづくり１００」出所）写真：九州観光推進機構ＨＰ

※総参加者数300名以上でかつ外国人参加者数50名以上のものを集計
出典）国際観光推進機構「国際コンベンション統計（2005年）より作成

▼水、緑豊かな都市環境等への取組み事例

▼長崎県の主要都市における人口・店舗数の推移

▼アーケード街の歩行者通行量の推移【長崎県】

■都市づくりまちづくりでは、中心商店街の空洞化、
人口の減少、賑わいの場の不足等が大きな課題
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凡 例

地方中枢・中核都市（人口が概ね100万人以上の都市）
地方中枢・中核都市（人口が概ね30万人以上の都市）
人口が概ね10万人以上の都市
中山間地域 農業地域類型（中間・山間農業地域）

離島・半島地域 離島振興法指定（市町村全部指定のみ表示）

奄美群島振興開発特別措置法指定

半島振興法指定
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出典）九州運輸局「運輸要覧」をもとに作成

H6            H7           H10         H15        H17

▼県別輸送人員の推移（乗合バス）

▼自治体のコニュニティバスと
乗合タクシーの導入の推移

出典）九州運輸局「平成１８年度運輸要覧」をもとに作成

中枢・中核都市等

■特定サービス業の従業者は都市
に集中

札幌市／北海道 23区／東京

広島市／広島県 福岡市／福岡県

広告代理店

▼都市の特定サービス業従業者数
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音声・映像・文字
情報制作業

学術・開発研究機関

デザイン・機械設計業

出典）長崎県「長崎県にぎわいの都市づくり基本方針」

出典）長崎県「長崎県にぎわいの都市づくり基本方針」

道路空間の活用による中心
市街地の再生（鹿児島市中
央地区商店街）
来街者のアメニティ向上に
資する道路空間の多面的な
利用等に取り組んでいる。

出所）写真：中小企業庁「がんばる商店街７７選」

ショップモビリティセン
ターぽかぽか（長崎県小浜
町）
商店街の空き店舗を改装し、
高齢者と障害者が自立でき
るコミュニティ環境として
活用されている。

出所）写真：財団法人地域活性化センターＨＰ

アイランドシティ照葉（福
岡市）
豊かな緑、緩やかなカーブ
を描く歩行者空間などによ
り、ゆとりと統一感のある
街並みを形成している。

出所）写真：国土交通省都市・地域整備局「都市・地域レポート2005」

堀川運河（宮崎県日南市）
堀川運河の石積み護岸の歴
史的価値を残しつつ、水辺
空間として復元・整備する
ことで、市民の憩いの場を
提供している。

出所）写真：国土交通省都市・地域整備局ＨＰ

コミュニティバス

乗合タクシー
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面積

人口

小売業販売額

中心的な都市 中心都市から交通１時間圏の市町村 周辺の市町村

■現状分析、有効な事例等■現状と課題

▼地方中枢・中核都市圏の設定（イメージ）

▼九州圏における人口増減（2000-2005）

■福岡、北九州を中心とする九州北部の都市圏は
周辺市町村と重層的な都市圏をなし、九州圏を
牽引する都市圏を形成

■人口30～60万人規模の都市がバランスよく配置

■生活の拠点となる人口10万人程度以上の地方
中心都市から交通１時間圏内にある人口規模
30万人前後のまとまりを目安とした生活圏が
形成

対応の方向性（将来イメージ）

①補完的・戦略的な連携

□地域間や隣接地域との戦略的な連携
により都市的機能の利便性を向上

論点５：自立的な地域の機能補完的・戦略的な連携論点５：自立的な地域の機能補完的・戦略的な連携

○○機能
△△機能

A市

C町

B市

△△機能

××機能

機能分担・
相互補完

機能分担・
相互補完

機能分担・
相互補完

条件不利地域

条件不利地域

地域拠点
の維持

モビリティ
の向上

■都市と地域のそれぞれが特性を活かしながら、重層的に地域社会を形成す
ることが必要
■特に、地域における医療体制、教育体制等の相互利用等が必要

交通結節点施設

公共公益施設

雇用の場

教育施設

医療／福祉施設

商業／金融施設

流通施設

リサイクル施設

余暇施設

文化施設

国際定期航路空港／国際港湾／高速鉄道駅 等

県庁／国の地方支分部局 等

地元企業本社／知的産業／デザイン／設計 等

大学／研究開発拠点 等

三次救急医療施設／がんセンター 等

百貨店／証券取引所／経済連合会 等

中央卸売市場／物流拠点 等

広域リサイクル施設 等

国立・国営公園／プロ野球場／多目的スタジアム

美術館／博物館／コンサートホール 等

鉄道駅／高速ＩＣ／高速バスストップ 等

市役所／公民館／銀行／裁判所 等

企業支社／主要企業工場／ハローワーク 等

高等学校 等

二次救急医療施設／地域センター／総合病院
特別擁護老人ホーム／日帰り介護施設 等

大規模小売店（ショッピングセンター・スーパー）等

廃棄物処理施設 等

広域公園（県立・市立自然公園） 等

図書館 等

②地域間のバランス

③社会基盤の整備

国際交流施設ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝｾﾝﾀｰ／見本市会場／海外領事館 等

主に生活圏に必要と考えられる都市機能

主に都市圏に必要と考えられる高次都市機能

市役所 診療所

高等学校

スーパー 三次救急病院 県庁

大学・研究開発拠点

百貨店

広域公園 スタジアム

連携を支える交通体系 連携を支える情報基盤

□それぞれの地域の役割を明確にし
九州圏全体がバランスよく発展

□隣接圏域を含めた広域的な交通・
情報通信のネットワーク等の社会
基盤の整備

  

凡 例

地方中枢・中核都市（県庁所在地都市・政令指定都市）

上記から交通１時間圏内の市町村

▼生活圏の設定（イメージ）

凡 例
人口30万人前後のまとまりを目安とした圏域の生活拠点となる
人口10万人程度以上の都市
上記から交通１時間圏内の市町村

▼九州圏に必要と考えられる高次都市機能 ▼生活圏に必要と考えられる都市機能

出典）二層の広域圏の形成に資する総合的な交通体系に関する検討委員会「新しい国のかたち「二層の広域圏」を支える総合的な交通体系（最終報告）」
より作成

 

■１時間圏の域内において、中心となる都市に都市的サービスがフルセットで備わ
っていない場合にも、地域間で機能分担することによりサービスの充足が可能と
なる地域が存在

■九州圏では、中枢・中核都市圏において高次都市機能の集積が進展しているが、
生活圏においても高次な教育施設、商業施設等の一部を担う

■九州圏では、教育施設、医療施設、商業施設等の高次機能が中枢・中核都市圏
に集積しているとともに、生活圏においても都市機能の配置がみられ、多大な
時間、費用を要さずに都市的利便性を利用できる可能性が高い

都道府県 市町村
人口

（2005年、人）
機能

熊本県 人吉市 37,583 公共サービス、医療（一般）、医療（救急）

錦町 11,647 産業

多良木町 11,398 医療（救急）

宮崎県 小林市 41,150 公共サービス、医療（救急）

えびの市 23,079 医療（救急）

高原町 10,623 医療（救急）

鹿児島県 大口市 22,119 医療（救急）

霧島市 127,309 教育、産業、公共交通

加治木町 22,908 医療（救急）

施設区分

▼九州圏における医療施設の分布▼九州圏における教育施設の分布

出典）国土審議会調査改革部会地域の自立・安定小委員会資料より作成

機能（下表参照）の一部をもつ市町村

機能（下表参照）をもたない周辺市町村

交通結節点施設

公共公益施設

教育施設

医療施設

商業施設

高次都市機能（※）
を１項目以上有する
都市圏

高次都市機能（※）
を１項目も有しない
都市圏

（中枢・中核都市圏） （生活圏）

生活圏都市機能（※）
を１項目以上有する
都市圏

生活圏都市機能（※）
を１項目も有しない
都市圏

高次都市機能（※）
を１項目以上有する
都市圏

※都市機能は左下表に記載した都市機能とした。

１２圏域

商業

商業

高次都市機能

（市町村別分布）

高等学校数（箇所）

凡例

生活圏都市機能

大学（※）

公設試験研究機関

10以上
5～10未満
2～5未満
1～2未満
なし

（市町村別分布）

高次都市機能

二次救急医療施設（箇所）

凡例

生活圏都市機能

10以上
5～10未満
2～5未満
1～2未満
なし

※「大学」は、国立大学、県立・公立大学、
私立大学とした。

▼宮崎県えびの市から１時間圏

0             2              4             6             8（都市圏） 0              3             6              9              12（生活圏）

８圏域

８圏域

８圏域

８圏域

７圏域 １圏域
１２圏域

１２圏域

１２圏域

１２圏域

１０圏域 ２圏域

７圏域 ５圏域

１１圏域

８圏域 ４圏域

３圏域９圏域

１圏域

１２圏域

三次救急医療施設

がんセンター

0% 20% 40% 60% 80% 100%

面積

人口

小売業販売額

地方中枢・中核都市 中心都市から交通１時間圏の市町村 周辺の市町村

出典）面積・人口：総務省「国勢調査」2005年、小売業販売額：経済産業省「商業統計調査」2004年
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■現状分析、有効な事例等■現状と課題

論点７：多様なライフスタイルを実現する交流・連携と定住の推進論点７：多様なライフスタイルを実現する交流・連携と定住の推進

対応の方向性（将来イメージ）

①交流・連携の推進

□都市部の人材が農山漁村で再チャ
レンジできる仕組みや団塊の世代
が活躍できる受け皿を形成

③定住の促進

□多様なライフスタイルの実現に
寄与する交流・連携の推進

■価値観やライフスタイルなどが多様化

■多様な価値・魅力を持った地域を形成することが必要
■地域間の互恵の考え方に基づき、多様な地域間交流・連携と
定住を推進することが必要
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Uターン者比率

18.5%（2,729千人）

従来からの定住者

75.9%（1,225千人）

(%)
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20代 30代 40代 50代 60代 70代以上 総数

▼九州圏及び沖縄おけるＵＩターン者数の推計（2001年）

▼「都市と農山漁村の共生対流」に対する実践の願望

▼定住、二地域居住の願望の有無（年代別）

「都市と農山漁村の要請対流」の実践願望あり
うちすでに実践している

出典）内閣府「都市と農山漁村の共生・対流に関する
世論調査（平成１７年度）」をもとに作成

出典）国立社会保障・人口問題研究所「弟５回人口移動調査」及び
総務省「人口推計調査」をもとに作成

出典）内閣府「都市と農山漁村の共生・対流に関する
世論調査（平成１７年度）」をもとに作成

二地域居住の願望がある

定住の願望がある

20代 30代 40代 50代 60代 70代以上 総数

Ｉターン者比率

5.6%（829千人）

■都市の住民が農業体験や森林保全等を行う
都市と農山漁村の交流等のニーズが高まっ
ている
■特に５０代の退職後の活躍の場としての
ニーズの高まりが見られる

■二地域居住に対するニーズは５０代を中心
として高い
■定住に対するニーズも２０代、５０代を
中心として高い

■九州圏におけるUIターン者（推計値）では
Uターン者比率18.5%、Iターン者比率5.6%
と全国と同程度に比率が高い

■九州圏の人口を社会人口増減でみると福岡県
以外は転出する傾向

□都市の住民が農山漁村等へ同時に
住まう二地域居住や週末住民等の
多様な居住を推進

④交流連携を支える社会基盤の整備

□隣接圏域を含めた広域的な交通・
情報通信のネットワーク等の社会
基盤の充実

②二地域居住等の促進

▼九州圏における自然人口・社会人口増減 ▼九州圏における人口ピラミッド

■今後１０年間で団塊の世代が定年
時期を迎える

出典）国土交通省国土計画局「２０３０年の国土と生活の将来ビジョンに関するアンケート」の結果について（平成１８年５月）

■九州圏では、豊かな地域資源を活用した多
用な交流・連携が活発化しつつある

■住宅、雇用、地域の魅力等の情報発信等に
ついて積極的な取組みもみられる

■ライフスタイルの自由な選択に対
するニーズは高い

■将来住みたい地域は都市の規模
に応じて現状とニーズにギャップ
が存在

農山漁村都市

都市側のニーズへの対応と農山漁村等に
おける活性化を図る交流・連携の推進

地方圏大都市圏

農山漁村地方都市

ライフスタイルの変化

子供の独立、Uターン、退職等の機会

ニーズの実現

住宅、雇用、地域の魅力等

出典）大分県HP

▼地域ワンストップ窓口の概要

▼UJIターン等における情報発信の事例

▼地域間の交流連携への取組み事例

▼（２０３０年の生活）の回答割合

多様な交通手段 情報発信

２０３０年のあなたの生活を考えたとき、以下の項目
について、あなたは、どのように思いますか。

出典）国土交通省国土計画局「２０３０年の国土と生活の将来ビジョンに関するアンケート」の結果について（平成１８年５月）

▼（将来住みたい地域）の回答割合

出典）国土交通省国土計画局「地域への誘致・移動促進方策に関する調査報告書」

九州ツーリズム大学（熊本県
小国町）
著名な細菌学者の生誕の地に
ちなみ、「学習」と「交流」
を基本理念に様々な学習・交
流事業を展開している。

島の自然学校・自然学塾村
（長崎県小値賀町）
訪問者と住民との交流の推進と
貴重な自然を後世に引き継ぐ事
などを目的とした、新しい形の
まちづくりの核として「自然学
校」を開校している。

かわなべ森の学校（鹿児島県
川辺町）
廃校跡を活用し、都市と農村の
交流を通した、会員制の非営利
ムラづくりのネットワークを形成し
ている。

■廃校利用に関する事例

■農山漁村、自然体験に関する事例

■人材育成に関する事例

出典）写真：財団法人地域活性化センターＨＰ ３
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その他

地域計画・コミュニティ計画の

策定への参加

地域のまちづくりへの参加、

地域づくりなどの政策提言

児童・生徒に対する

学校教育支援

地域福祉・介護･保健･医療活動

芸術・文化活動

行政機関・議会に対する要望、

陳情書

スポーツ・レクリエーショ ン活動

集会施設、生活道路、街路灯等の

計画づくり、維持管理

防災活動・地域の安全確保

市･区の広報誌等の回付等

行政からの連絡

盆踊り、お祭り、敬老会、

成人式等のイベント開催

住民相互の連絡

（回覧板、会報の回付等）

区域の環境美化、清掃活動、

リサイクル活動
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災害救援活動

消費者の保護を図る活動

科学技術の振興を図る活動

男女共同参画社会形成の

促進を図る活動

地域安全活動

経済活動の活性化を図る活動

人権の擁護又は

平和の推進を図る活動

情報化社会の発展を図る活動

職業能力の開発又は

雇用機会の拡充を支援する活動

活動を行う団体の運営又は

活動に関する連絡、助言又は援助の活動

国際協力の活動

社会教育の推進を図る活動

学術、文化、芸術又は

スポーツの振興を図る活動

まちづくりの推進を図る活動

環境の保全を図る活動

子どもの健全育成を図る活動

保健、医療又は福祉の

推進を図る活動

▼「自治会・町内会等の主な活動分野」

■現状分析、有効な事例等■現状と課題
対応の方向性（将来イメージ）

①自助努力による地域づくり

□地域の主体的な自助努力により地
域の雇用機会や社会的諸サービス
を確保

論点８：住民主体の発意・活動による自助努力による地域づくり論点８：住民主体の発意・活動による自助努力による地域づくり

貸付先

■人口減少・高齢化の進展等の経済社会情勢の変化
■行政のみでは充分な社会的諸サービスを提供することは困難
■自分たちの地域は自分たちの手でという自助努力の必要性の高まり

■民間主体等の発意・活動による地域づくりを推進すべき

出典）内閣府「平成１９年版国民生活白書」

地域の主体的な自助努力による
持続的な地域経営

福祉、保健・医療

②地域的な資金循環の形成

□地域の資金が地域の中に投入され
る環境により地域を活性化

③新たな公による地域づくり

地域への再投資

資金の「小さな循環」の形成

「志」ある投資等 地域づくり

地域の活性化

住民

NPO 行政

新たな公の
活動領域

企業・団体

社会貢献活動

地域活性化に貢献する営利活動公共空間管理

美化活動

まちづくり参画

様々な活動支援目的に応じた活動

▼NPO法人が特に力を入れている活動分野

▼地域的な資金循環（地域通貨）の取組み事例（別府市）

▼公共施設の清掃活動、美化活動等における住民の主体的な参画

▼医療等の社会的諸サービスの民間委託の事例（薩摩川内市）

地域通貨（泉都（セント））

■島嶼部である甑島地域では、医療
機能の維持のため公設診療所の指
定管理者制度の導入が進められて
いる

■様々な公共サービス分野において
民間ノウハウ等を活用した対応が
進められている

■地域における資金循環形成に
向けた取組みが進展

■別府市では地域通貨を資金循
環への取り組みを実施

■また、ＣＳＲ（企業の社会的
精神）の理念や個人の貢献意
欲を地域に向けるなど、「志」
のある投資を促す各種仕組み
が整えられつつある

□行政、企業、ＮＰＯ等が様々な形
で地域経営に携わり地域を活性化

[主な社会的サービス(提供主体と内容）とその概ねのカバー圏域人口]

～5千人程度 ～１万人程度 ～５万人程度 ～１０万人程度 ～３０万人程度 30万人程度以上～

福祉
児童福祉施設
【33,400】

知的障害者擁護
施設【4,000】

身体障害者更正
擁護施設【2,200】

保護施設【300】
婦人保護施設【50】

教育
幼稚園【14,100】
小学校【23,400】
中学校【11,100】

高等学校【5,400】
公立図書館【2,700】

大学・短期大学【1,200】

一般診療所【95,000】
歯科診療所【65,800】

病院【9,100】
救急告示病院【2,700】

第三次救急医療
施設【180】

市町村保護センター
【1,200】

保健所【600】

警察 駐在所・交番【13,500】 警察署【1,200】
警視庁・
道府県県警察本部

防災
自主防災組織
【112,000】

婦人防災クラブ
【14,400】

消防団【3,500】
消防署出張所【3,200】
水防団【3,100】

消防署【1,700】 消防本部【880】

郵便
郵便ポスト【188,400】
ゆうパック取扱所
【53200】

特定・簡易郵便局
【23,400】

普通郵便局【1,300】

ごみ処理
一般ごみ回収
美化活動（ボランティ
ア等）

ごみ焼却施設【1,500】
ごみ最終処分場
【2,000】

粗大ごみ処理施設
【700】

商業 コンビニ【41,800】

食料品スーパー
【17,700】
住関連スーパー
【13,000】

大型スーパー【3,700】 百貨店【340】

文化
娯楽

都市公園【24,800】
公民館・集落センター

公立体育館【6,100】
博物館・美術館
【3,700】
公立市民会館等

映画館【1,900】 公立陸上競技場【1,100】

：主に行政がサービスを提供
：主に民間がサービスを提供
：主にコミュニティがサービスを提供
：主に行政・民間の両者がサービスを提供

社
会
的
サ
ー

ビ
ス

カバー圏域人口

保健
医療

▼主な社会的サービス（提供主体と内容）とその概ねのカバー圏域人口

まちづくり・地域づくり

地域防災、環境保全 社会教育等の活動

■公共施設の清掃活動等においては既に住民
主体の活動としての定着がみられる

４
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